
第22回評価委員会（7/20）、第13回大学部会（7/22）、第１４回大学部会（８/２）における中期目標（素案）に対する主な意見
	
	評価委員会委員の意見
	考え方
	（参考）中期目標の記載内容

	前文
	○理事長と学長の分離については、一部私大で理事長・学長の一本化の動きも見られるなど、全国の状況も踏まえメリットの再検討が必要【安部委員】

○他大学の状況も見て、方針が固まってから明確にする方がよいのでは【奥林委員長】
	○全国の状況について確認したところ、私大では一体型が少数であり、主に小規模大学に一体型が多く、公立大学でも分離型が増える傾向。今後、メリットデメリットを検証しながら分離に向けて検討する。
	○大阪府として、今後経営と教学の一層の強化を図るため、理事長と学長の分離に向け、検討していく。

	
	○大阪市大との統合については、慎重に検討することが必要【槙野委員】
	○大都市制度のあり方を検討する中で、大学も含めた府市の重複事業をそれぞれ事業仕分けしてオープンに議論。市は継続して検討、府は広域自治体での実施が望ましいとなっており、今後とも検討する。
	○この改革で理系を中心とした大学へと特色化を図る大阪府立大学と、同じ公立大学である大阪市立大学とが統合することで強力な大学が誕生するものと考えており、今後とも、その可能性を探っていく。

	Ⅱ 教育研究等の質の向上に関する目標


	○府内の優秀な人材輩出に向け、学生のレベル向上に注力すべき【槙野委員】

○教育の充実についてもっと踏み込んで記載すべき【安部委員】
	○社会の求める有為な人材の育成は府立大学の重要な使命と認識。選択と集中により、これまでの府立大学の強みを活かし、理系を中心とした教育研究によって社会のリーダーとなる人材を育成する。教育支援体制の充実については、中期計画で具体化を図る。
	○Ⅱ-１-（１）-②　教育の質の向上への取組み

初年次教育をはじめとする教養・基礎教育や専門教育の再編・充実を図ることにより、社会をリードする高い専門性と実践力を併せ持った人材を育成する。また、教育支援体制を充実し、教育の質の向上を図る。

	
	○公開講座をもっと拡大、充実すべき【槙野委員】


	○地域貢献は公立大学の重要な使命の一つと認識。府民に開かれた大学として、地域社会のニーズに応じた社会貢献事業を展開する。これまで機能分散していた地域貢献活動を総合的に担当する部署を新たに創設して大学の生涯学習機能のための窓口を充実、生涯教育など地域の教育拠点化を図る。
	○Ⅱ-１-（６）-①-エ　生涯教育など地域の教育拠点化

府民の生涯学習を支援するため、新たに生涯教育拠点を設置し、府民の主体的な参加を促進する。また、社会人向け都市部サテライトの一層の充実を図る。

教員の社会貢献活動を促進するとともに、公開講座について、より多くの府民に参加してもらえるよう努める。

	
	○府庁や府立高校との連携についても検討を【山谷委員】
	○府内諸機関との連携強化は重要と認識しており、府政と連携した政策課題の検討や、高校への教員派遣など、中期計画で具体化を図る。
	○Ⅱ-１-（６）-①-ウ　府民のシンクタンクとしての機能強化

府や府内市町村と連携し、先端技術、環境、健康をはじめ、幅広い領域の政策課題の検討と提言を行う。特に、環境に配慮したまちづくりや健康や福祉・医療面において地域貢献を充実する。

地域課題について研究・提言を行う体制を整備し、その成果を社会に還元するとともに、地域活動をマネジメントできる人材を育成する。

○Ⅱ-１-（６）-②-イ　小・中学校、高等学校との連携

小・中学校、高等学校などへ教員や学生を積極的に派遣するなど、「教育・日本一大阪」に向けて教育支援を行う。

工業に関する学科を置く高等学校や、大阪府教育センター附属研究学校等の特別入学の検討など連携を強める。

	Ⅲ 業務運営の改善及び効率化に関する目標
	○不祥事の対応等、危機管理は重点課題【安部委員】


	○危機管理について、より一層のガバナンスを発揮できるようリスクマネジメントのための体制整備など中期計画で具体化を図る。
	○Ⅲ-５　コンプライアンス・リスクマネジメントの強化に関する目標

独立した内部監査室の検討など、コンプライアンスやリスクマネジメントのための体制整備に努め、内部統制機能を強化する。

	Ⅳ　財務内容の改善に関する目標
	· 公開講座についてもっと料金を徴収してよいのではないか【槙野委員】
	○新たな自主財源の捻出という観点から、公開講座等の生涯教育に対する適正な受益者負担の検討は重要と認識しており、中期計画で検討する。
	○Ⅳ-２　自主財源捻出に関する目標

外部資金の獲得など、自主財源獲得に向けたプロジェクト支援体制を構築し、戦略的に財源を確保する。また、大阪府立大学では、大阪府立大学基金への寄附金の拡充や、生涯教育に対する適正な受益者負担を検討するなど、新たな財源確保策を講じる。

	Ⅵ その他業務運営に関する重要目標


	○大規模災害の対応等も検討【安部委員】


	○教育研究環境の安全確保は重要と認識しており、安全管理体制の整備、教職員の意識の向上を図る。大規模災害の具体的対応については、中期計画で検討する。
	○Ⅵ-２　安全管理等に関する目標

教育研究環境において、安全と衛生を確保するとともに、事故・災害を未然に防止し、環境保全を推進するための安全管理体制を整備する。また、安全教育・環境保全に関する研修を実施するなど、教職員の安全衛生、環境保全に関する意識の向上を図る。

	
	○アカデミック・ハラスメント等に対応を【宮嶋委員】
	○アカデミック・ハラスメントについては、既に大学においてその防止等についてガイドラインを策定し、対応に努めている。良好な教育研究環境確保のため、引き続き人権尊重の視点に立った全学的な取組みの充実を図る。
	○Ⅵ-３　人権に関する目標

不当にも人権が侵害されて、良好な教育研究・職場環境が損なわれることがないよう、人権尊重の視点に立った全学的な取組みの充実を図る。

	
	○新しい学域については、高校生にも分かりやすいようＰＲを【槙野委員】
	○新しい学域のＰＲを含め、分かりやすい入試広報は重要と考えており、一元的に広報を担当する組織を設置して戦略的広報の展開を図る。
	○Ⅴ-２　情報開示と戦略的広報に関する目標

自らの存在と活動を、広く社会に説明するため、効果的な情報開示に努め、説明責任を果たす。

説明責任の履行や地域貢献を強化するため、入試広報も含め一元的に広報を担当する組織を設置し、大学の認知度向上をはじめとするブランド力強化戦略を練る。
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